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「私的録音録画小委員会中間整理」に関する意見 

 

ビジネス ソフトウェア アライアンス（「BSA」）1 は、文化審議会著作権分科会私的録音

録画小委員会が 2007 年 10 月に発表した「私的録音録画小委員会中間整理」（以下「中間

整理」）に関し、以下のとおりにコメントさせていただきます。 

 

１． 補償金制度の抜本的見直しについて 

(1) BSAは、(ア)補償金制度が元来アナログ時代に創設されたものでありデジタル時代

にふさわしくないこと、(イ)補償金制度がオンライン配信の進展を妨げること、（ウ）補償

金制度は不公平な制度であること、および（エ）最新の技術開発がコスト高になり、消費

者の技術アクセスが妨げられることから、私的録音録画補償金制度の拡大に反対し、廃止

の検討を進めるべきであると考える。 

 

私的録音録画補償金は、元来アナログ時代に創設されたものであり、現在のデジタル時代

には、ネットワーク社会の長所を活かして多数の人にコンテンツの配布を可能としつつ、

DRM で複製をコントロールし、権利者に対して複製の数や態様に応じてごく精微にわたり

対価を支払う多様な手法が確立している。にもかかわらず、利用者の複製の態様を考慮せ

ずに、十把一からげに機器に補償金をかけ、金銭を徴収するしくみを続ければ、デジタル

時代に即した手法の活用が進まず、その結果、オンライン配信の進展を妨げることにもな

る。 

 

 中間整理においても確認されている平成 18年 1月の文化審議会著作権分科会報告書指摘

のとおり、補償金制度は、複製を行なうものの正確な捕捉、対象機器・記録媒体の正確な

捕捉及び分配を受ける権利者の正確な捕捉が困難であり、オンライン配信事業においては

課金と補償金の二重取りの可能性があり、返還制度が十分機能していないことなどの問題

点があり、非常に不公平な制度であるといわざるを得ない（これらの制度上の問題は平成

18年 1月の報告書作成当時から何ら解決されていない）。消費者の認知が低いこと、不公平

な制度であること、最新の機器利用がコスト高になることが相まって既に問題を抱えた制

度であり、このような状況下で補償金を拡大することには、消費者の理解を得ることも大

変困難である。 

 

以上により、補償金の拡大には反対である。  

 

２．30条の適用範囲について 



中間整理は、権利者に著しい経済的不利益を生じさせ、著作物等の通常の利用を妨げる利

用形態の検討と、30 条の適用範囲の見直しを検討している（もっとも、違法物のダウンロ

ードと 30条の適用範囲の問題は、私的録音録画補償金の検討の過程ではなく、別個に論じ

られるべき問題であることを付言する）。 

ネットワークの高速大容量化及び機器の処理能力の向上等により、現在、ファイル交換ソ

フトを利用した違法なソフトウェアのアップロードおよびダウンロードによる甚大な被害

が生じているのは明らかである。ダウンローダーが存在するのでアップローダーも存在す

るという需要と供給の関係があるため、アップロードは違法とされているものの、需要が

あることから終息する気配がない。社団法人コンピュータソフトウェア著作権協会及び社

団法人日本音楽著作権協会が行なった実態調査 2 によれば、2006年 10月 10日の 18時か

ら 24時までの 6時間に、ビジネスソフトウェア約 61万タイトル（平均価格換算で約 19.5

億円相当）、ゲームソフトウェア約 177 万タイトル（同約 51.3 億円相当）が流通していた

とされている。消費者のインターネット利用を萎縮させないことが重要であることを考慮

し、30 条の適用を除外する場合について、違法なダウンロードであると知っている場合に

限定すること、利用者への周知を十分に行なうこと、罰則の適用から除外することには賛

成するものの、適用の範囲を録音録画に限定することは上記被害実態に照らしても適当と

は言えない。録音録画はやめるべきであるが違法なソフトウェアの複製物のダウンロード

は引き続きやっても良い、という誤ったメッセージを利用者に伝え兼ねない点でも賛成で

きない。特に、ビジネスソフトウェアについては、職場でライセンスを適正に得て使用し

ているものと同じものを家庭で違法にダウンロードして使用する場合に、違法性の認識は

十分にあり、認識の点において問題がない場合がより多いと考える。従って、違法なソフ

トウェアの複製物のダウンロードについて、上記の条件付きで 30条の適用範囲から除外し

違法行為とすべきと考える。 

 

BSAは、「中間報告」に関しコメントする機会に恵まれたことに感謝いたします。この件に

関するご質問・ご連絡は BSA アジア地域担当副会長 Jeffrey J. Hardee (jeffh@bsa.org)又は

BSA アジア地域 ソフトウェア政策担当ディレクター Goh Seow Hiong (shgoh@bsa.org)

までお寄せください。 

 

1ビジネス ソフトウェア アライアンス（BSA）は、世界 80 カ所以上の国や地域でビジネ

スソフトウェア業界の継続的な成長と、安全で信頼できるデジタル社会の実現を目指して、

政策提言・教育啓発・権利保護支援などの活動を展開している非営利団体です。BSA は急

成長を遂げるビジネスソフトウェア 業界をリードする企業で構成されています。1988 年

の米国での設立以来、常に政府や国際市場に先駆け、世界のビジネスソフトウェア業界と

そのハードウェア・パートナーの声を代表する組織として活動をつづけています。BSA の

メンバーにはアドビシステムズ、アジレント・テクノロジー, アルティウム, アップル、オ



ートデスク、アビッドテクノロジー、BEA システムズ、ベントレー・システムズ、ボーラ

ンド、Breault Research Organization、CA、ケイデンス・デザイン・システムズ、シスコ

システムズ、CNC Software/Mastercam、デル、EMC、エントラスト、Frontline PCB 

Solutions -An Orbotech Valor Company、HP、IBM、インテル、アイナステクノロジー、

マカフィー、マイクロソフト、Mindjet、Minitab、Monotype Imaging、PTC、SAP、Siemens 

PLM Software、ソリッドワークス、SPSS、サイベース、シマンテック、シノプシス、テ

クラ、The MathWorksおよびトレンドマイクロが加盟し活動を行なっています。詳しくは、

BSA 日本ウェブサイト www.bsa.or.jp または、 BSA 米国本部ウェブサイト

www.bsa.org/usa/（英語）をご覧ください。 

 

2 http://www2.accsjp.or.jp/news/news.html 


